
2015年に国立がん研究センターから公表された
「有効性評価に基づく胃がん検診ガイドライン2014
年度版」により胃内視鏡検診が推奨され1）、翌年には
厚労省の指針改訂に至りました2）。ガイドラインで
は、胃内視鏡検診は50歳以上を対象とし、検診間隔は
2年となっています1）。

検診間隔の設定

がん検診の検診間隔を決めるには、有効性評価を行
った無作為化比較対照試験や観察研究の成果に基づく
ことが標準的です。

韓国では大規模データベースを用いて、胃内視鏡検
診の症例対照研究を行いました。国家データベースに
基づく研究であり、54,418組が対象です3）。最後の受
診からの検診間隔を11か月以内、12－23か月、24－
35か月、36－47か月、48か月以上に分けて検討して
います（図1）。検診間隔を2年に設定した場合でも、
54%の死亡率減少効果が認められ（オッズ比0.46、
95％CI : 0.66-0.75）、4年以上に延長した場合でもそ
の効果は継続することがわかりました（オッズ比
0.46、95％CI : 0.66-0.75）。

我が国で行われた症
例対照研究でも、この
結果、胃がん診断日か
ら遡ること3年以内に
1度でも胃内視鏡検診
を受診した場合のオッ
ズ 比 は 0.695 (95%
CI : 0.489-0.986) とな
り、有意な胃がん死亡
率減少効果を認めまし
た4）。

これらの結果から、
胃内視鏡検診は2年に
1度の受診で死亡率減少効果が期待できると判断され
ました4）。

リスク層別化と胃内視鏡検診

胃がん発症リスクについては、国内研究のメタ・ア
ナリシスが行われています5）。ヘリコバクターピロリ
抗体陰性、ペプシノゲン法陰性であるいわゆるA群に
比べ、いずれかが陽性であるBCD群では胃がんリスク
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が増加することが示されています。しかし、2013年
から、ピロリ菌の除菌が保険適用となり、日常診療で
は広く行われています。そのため、これまで行われてき
た血清診断ではリスク層別化が難しくなっています。

一方、内視鏡検診はがんや潰瘍などの診断だけでは
なく、ピロリ菌感染、萎縮の診断も普及しています。
すでに内視鏡検診を導入している地域の医師会では、
感染・萎縮診断を行っているところもあります。たと
えば、金沢市医師会の報告では、木村・竹本分類によ
り萎縮の進んだ状態(O-3)では年率0.31％で胃がん発
症を認め、内視鏡診断で胃がんリスクの層別化を可能
としています6）。

検診間隔の延長は可能か

内視鏡検診は従来のX線検診よりも感度が高く、よ
り早期のがんを発見することができます。このため、
毎年行われてきたＸ線検診よりも検診間隔を延長して
も、死亡率減少効果が得られることが知られています
3）4）。さらに、胃がんの自然史を考慮すれば、内視鏡
検診では胃がんリスクを識別することが可能です。し
かし、X線に比べると侵襲もあり、また精度管理や人
的資源の確保が難しいことからなかなか全国に普及す
るのが困難な状況です。

そこで、リスク層別化を内視鏡検診に応用すること
が考えられています。背景リスク別の検診間隔を設定
し、リスク別に検診間隔を延長できるかを検証する、
AMED「個別リスクに基づく適切な胃がん検診提供体
制構築に関する研究(研究代表者 深尾彰)」が全国規模
で行われています7）。子宮頸がん検診では、HPV検査
によりリスクを層別化し、検診間隔を延長する方法が
行われています8）。この考え方を内視鏡検診に応用し
たのが、この研究です。

最初に内視鏡検診を受けた際に胃がんがなかった場
合に、高リスク群と低リスク群を識別し、低リスク群
については検診間隔を長くできないかを検証します。
初回に内視鏡検診で異常がなかった人を追跡し、累積
胃がん罹患率を比較します（図2）。内視鏡群全体の2
ラウンド目の累積罹患率(P1)に比べ、3ラウンド目の
低リスク群の累積罹患率(P2)が同等以下であれば、低
リスク群の検診間隔はこれまでの2年から4年に延長す
ることが可能になります。リスクの層別化はこれまで
の血清診断だけではなく、内視鏡診断、ピロリ菌除菌
歴、個人の背景要因（年齢、家族歴、喫煙など）を考
慮し、内視鏡検診に応用可能な新たなリスク層別化を

検討しています。
この研究は、対策型内視鏡検診を行っている市町村

にご協力いただいています。すでに、盛岡市、由利本
荘市（秋田県）、仙台市、前橋市、新潟市、金沢市、
世田谷区、鳥取市、米子市（鳥取県）、八頭町（鳥取
県）にご協力を頂いております。まだまだ多くの方々
の参加が必要となりますので、ご興味のある方はぜひ
ご一報ください。
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■ 令和３年度　ご支援のお願い
令和３年度も引き続き胃がん撲滅に向けて活動して参ります。みなさまのご支援をよろしくお願いいたします。

【寄附および賛助会費】令和３年度（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）
賛助会費（個人）1口 3,000円　　賛助会費（法人）1口 30,000円　
当機構は平成25年5月29日に認定NPO法人になり、ご寄附に対し税制上の優遇措置がございます。平成30年度
東京都より、当法人の賛助会費には任意性があり対価性がなく寄附金として差し支えないとの判断をいただ
き、本年度も賛助会費も寄附金同様の税制上の優遇措置を受けられます。賛助会費・寄附金を納入いただいた
方には順次証明書類を発行いたします。

■ お振込み先

☆お振込の際、ご親族・職場等、複数の会員様でまとめる場合は、お手数ですが払込取扱票の通信欄に全員のお名前をご記入下さい。

■ 転居・所属変更・退会希望等は、お早めにFAX・メールにて事務局までお知らせ下さい。
認定NPO法人 日本胃がん予知・診断・治療研究機構

電話  03-3448-1077 　FAX  03-3448-1078 E-mail : info@gastro-health-now.org

＊三菱ＵＦＪ銀行   目黒駅前支店　普通預金 No. 0008527
特定非営利活動法人 日本胃がん予知・診断・治療研究機構 理事長 三木 一正

＊郵便振替　 00130-9-429200　 日本胃がん予知・診断・治療研究機構

本70号は、帝京大学医療技術学部看護学科教授　濱島ちさと先生の「検診間隔の設定：胃内視鏡
検診の検診間隔は延長できるか」のご寄稿です。現時点でのエビデンス（科学的証拠）に基づい
たご報告であります。ご多忙中にも関わらず、われわれ認定NPO法人の機関紙であるGastro-

Health Now購読会員にとっても大変有意義なご報告を賜りましたことに、編集部一同、心より深謝し篤く御礼申し
上げます。先生は厚生労働省健康局がん・疾病対策課主催の「がん検診のあり方に関する検討会（座長：大内憲明
東北大学名誉教授／登米市病院事業特別顧問）における、各種がん検診（胃がん、子宮がん、大腸がん、等）の検
診分野での班員および参考人としても、永らくご活躍中でしたが、現在は、「遺伝性がんサーベイランスの利益不
利益バランス評価と社会的・財政的負担に関する研究」の研究代表者であり、AMED（日本医療研究開発機構）の
核心的がん医療実用化研究事業　対策型検診の最適化に資する大規模臨床研究「個別リスクに基づく適切な胃がん
検診提供体制構築に関する研究」（研究開発代表者：深尾　彰）の研究開発分担者としてもご活躍中です。本稿
は、その研究成果の一部である要旨をご寄稿くださったものです。また、先生は、本年2021年11月4日～7日、神戸
にて開催予定の「JDDW 2021 KOBE 第59回日本消化器がん検診学会大会」にて会長を務められるご予定です。
濱島先生の今後益々の御活躍を心より祈念申し上げますとともに、学会の御盛会をお祈り申し上げます。 （M）
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